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ⅠⅠ 決決算算概概要要



一般会計及び特別会計決算額表

区 分 決 算 額

歳 入 総 額 28,355,517

歳 出 総 額 27,172,201

歳 入 歳 出 差 引 額 1,183,316

歳 入 総 額 6,877,252

歳 出 総 額 6,599,851

歳 入 歳 出 差 引 額 277,401

歳 入 総 額 39,750

歳 出 総 額 38,288

歳 入 歳 出 差 引 額 1,462

歳 入 総 額 4,120,629

歳 出 総 額 4,033,262

歳 入 歳 出 差 引 額 87,367

歳 入 総 額 757,493

歳 出 総 額 745,055

歳 入 歳 出 差 引 額 12,438

歳 入 総 額 2,962,178

歳 出 総 額 2,955,449

歳 入 歳 出 差 引 額 6,729

歳 入 総 額 43,112,819

歳 出 総 額 41,544,106

歳 入 歳 出 差 引 額 1,568,713

会 計

特

別

会

計

一 般 会 計

１　会計別決算概要

　吉川市の会計には、行政運営の基本的な経費を中心に計上している一般会計と、特定の歳
入を特定の歳出にあて、特定の事業を進めていく特別会計があります。
　令和３年度の一般会計及び特別会計の決算概要は、次のとおりです。

合 計

後 期 高 齢 者 医 療

国 民 健 康 保 険

農 業 集 落 排 水 事 業

介 護 保 険

吉川美南駅東口周辺地区
土地区画整理事業

（単位：千円、％）

構 成 比 対前年度比増減額 増 減 率

65.8 △ 2,596,938 △ 8.4

65.4 △ 2,871,414 △ 9.6

75.4 274,476 30.2

16.0 69,984 1.0

15.9 27,357 0.4

17.7 42,627 18.2

0.1 7,803 24.4

0.1 8,368 28.0

0.1 △ 565 △ 27.9

9.5 158,609 4.0

9.7 160,828 4.2

5.6 △ 2,219 △ 2.5

1.7 19,949 2.7

1.8 20,083 2.8

0.8 △ 134 △ 1.1

6.9 1,460,993 97.3

7.1 1,456,322 97.1

0.4 4,671 227.0

100.0 △ 879,600 △ 2.0

100.0 △ 1,198,456 △ 2.8

100.0 318,856 25.5
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２　一般会計

（１）歳　入
　歳入決算額は、28,355,517千円
で、前年度と比べ、2,596,938千円減
少しました。
　歳入で最も多くを占めたのは、
『市税』で9,729,143千円（構成比
34.3％）、次に『国庫支出金』で
7,072,360千円（同24.9％）、３番目
が『地方交付税』で2,376,487千円
（同8.4％）となりました。
　前年度と比較すると、『地方交付
税』が810,986千円増加したほか、土
地区画整理事業用地売却収入等によ
り『財産収入』が794,296千円増加し
ました。
　一方で、特別定額給付金給付事業
の終了に伴い、『国庫支出金』は
5,488,277千円減少しました。
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35,000,000
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その他（依存財源）

市債

県支出金

国庫支出金

地方交付税

地方消費税交付金

地方譲与税

その他（自主財源）

繰越金

繰入金

分担金及び負担金

市税

自主財源

45％
依存財源

55％

市税

分担金及

び負担金

繰入金

繰越金

その他（自主財源）

地方譲与税

地方消

費税交

付金

地方交

付税

国庫支出金

県支出金

市債

その他（依存財源）

その他（自主財源）の内訳

・使用料及び手数料

・財産収入

・寄付金

・諸収入

その他（依存財源）の内訳

・利子割交付金

・配当割交付金

・株式譲渡所得割交付金

・法人事業税交付金

・ゴルフ場利用税交付金

・環境性能割交付金

・地方特例交付金

　歳　入

決 算 額 構 成 比
対 前 年 度
比 増 減 額

増 減 率

1 市 税 9,729,143 34.3 △ 148,577 △ 1.5

2 地 方 譲 与 税 192,258 0.7 3,029 1.6

3 利 子 割 交 付 金 6,658 0.0 △ 1,358 △ 16.9

4 配 当 割 交 付 金 65,436 0.2 22,915 53.9

5 株式等譲渡所得割交付金 77,718 0.3 26,701 52.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 76,425 0.3 43,026 128.8

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,519,212 5.4 135,768 9.8

8 ゴルフ場利用税交付金 16,714 0.1 780 4.9

9 環 境 性 能 割 交 付 金 25,348 0.1 △ 1,036 △ 3.9

10 地 方 特 例 交 付 金 190,840 0.7 59,455 45.3

11 地 方 交 付 税 2,376,487 8.4 810,986 51.8

12 交通安全対策特別交付金 9,049 0.0 △ 144 △ 1.6

13 分 担 金 及 び 負 担 金 214,797 0.8 35,644 19.9

14 使 用 料 及 び 手 数 料 154,074 0.5 8,012 5.5

15 国 庫 支 出 金 7,072,360 24.9 △ 5,488,277 △ 43.7

16 県 支 出 金 1,700,980 6.0 844 0.0

17 財 産 収 入 850,007 3.0 794,296 1425.7

18 寄 附 金 31,664 0.1 △ 3,789 △ 10.7

19 繰 入 金 227,627 0.8 112,238 97.3

20 繰 越 金 908,840 3.2 309,734 51.7

21 諸 収 入 685,856 2.4 140,795 25.8

22 市 債 2,224,024 7.8 542,020 32.2

28,355,517 100.0 △ 2,596,938 △ 8.4

（単位：千円、％）

歳　入 合　計

款
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（２）歳　出
　歳出決算額は、27,172,201千円
で、前年度と比べて2,871,414千円減
少しました。

【目的別】
　目的別で最も多くを占めたのは、
『民生費』で、11,852,331千円（構
成比43.6％）、次に『土木費』で
3,263,490千円（同12.0％）、３番目
に『教育費』で2,564,935千円（同
9.4％）となりました。
　前年度と比較すると、子育て世帯
への臨時給付金事業や住民税非課税
世帯等に対する臨時給付金事業等に
より『民生費』が1,729,427千円増加
しました。
　一方で、特別定額給付金給付事業
の終了に伴い、『総務費』が
7,346,205千円減少しました。

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出金

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3

予備費

諸支出金

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費

議会費

　歳　出　（目的別） （単位：千円、％）

決 算 額 構 成 比
対前年度比
増 減 額

増 減 率

1 議 会 費 201,009 0.8 △ 189 △ 0.1

2 総 務 費 2,003,215 7.4 △ 7,346,205 △ 78.6

3 民 生 費 11,852,331 43.6 1,729,427 17.1

4 衛 生 費 1,908,272 7.0 352,113 22.6

5 農 林 水 産 業 費 227,277 0.8 △ 9,298 △ 3.9

6 商 工 費 250,580 0.9 30,632 13.9

7 土 木 費 3,263,490 12.0 1,079,366 49.4

8 消 防 費 1,176,505 4.3 △ 53,115 △ 4.3

9 教 育 費 2,564,935 9.4 △ 179,191 △ 6.5

10 公 債 費 1,946,303 7.2 △ 26,394 △ 1.3

11 諸 支 出 金 1,778,284 6.6 1,551,440 683.9

12 予 備 費 0 0.0 0 0.0

27,172,201 100.0 △ 2,871,414 △ 9.6

款

歳　出　合　計
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【性質別】
　性質別で最も多くを占めたのは、
『扶助費』で、8,494,347千円（構成
比31.2％）、次に『人件費』で、 
3,713,109千円（構成比13.7％）、３
番目に委託料などの『物件費』が
3,689,447千円（同13.6％）となりま
した。
　前年度と比較すると、子育て世帯へ
の臨時給付金事業や住民税非課税世帯
等に対する臨時特別給付金事業等によ
り『扶助費』が1,740,879千円増加、
吉川美南駅東口周辺土地区画整理用地
取得事業等により『普通建設事業費』
が979,210千円増加しました。
　一方で特別定額給付金給付事業の終
了に伴い『補助費等』が7,315,505千
円減少となりました。

消費的経費

68％

投資的経費

11％

その他の経費

21％

人件費

物件費

維持補修費扶助費

補助費等

普通建設事業費

公債費

積立金

貸付金

繰出金

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3

繰出金

貸付金

投資及び出資金

積立金

公債費

災害復旧事業費

普通建設事業費

補助費等

扶助費

維持補修費

物件費

人件費

歳　出（性質別）

決 算 額 構 成 比
対 前 年 度 比
増 減 額

増 減 率

3,713,109 13.7 88,252 2.4

うち常勤職員給 2,182,218 8.0 △ 737 0.0

う ち 会 計 年 度
任 用 職 員 給

76,822 0.3 11,467 17.5

3,689,447 13.6 54,880 1.5

215,245 0.8 4,983 2.4

8,494,347 31.2 1,740,879 25.8

2,396,165 8.8 △ 7,315,505 △ 75.3

う ち 一 部 事 務
組 合 負 担 金

1,349,371 5.0 2,307 0.2

18,508,313 68.1 △ 5,426,511 △ 22.7

2,856,911 10.5 979,210 52.1

補 助 事 業 費 874,137 3.2 258,455 42.0

単 独 事 業 費 1,783,266 6.6 732,122 69.7

県営事業負担金 146,947 0.5 △ 17,331 △ 10.5

そ の 他 52,561 0.2 5,964 12.8

0 0.0 0 0.0

2,856,911 10.5 979,210 52.1

1,946,303 7.2 △ 26,394 △ 1.3

1,778,283 6.5 1,551,440 683.9

81,325 0.3 △ 4,728 △ 5.5

30,000 0.1 0 0.0

1,971,066 7.3 55,569 2.9

5,806,977 21.4 1,575,887 37.2

27,172,201 100.0 △ 2,871,414 △ 9.6

災 害 復 旧 事 業 費

小 計

歳　　出　　合　　計

そ
の
他
の
経
費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

小 計

公 債 費

（単位：千円、％）

投
資
的
経
費

消
費
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

小 計

区 分
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３　特別会計

（１） 国民健康保険特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 国 民 健 康 保 険 税 1,463,037 21.3 △ 60,379 △ 4.0

2 国 庫 支 出 金 3,283 0.0 △ 10,190 △ 75.6

3 県 支 出 金 4,708,391 68.5 102,311 2.2

4 財 産 収 入 2 0.0 1 100.0

5 繰 入 金 420,999 6.1 △ 24,928 △ 5.6

6 繰 越 金 234,774 3.4 68,770 41.4

7 諸 収 入 46,760 0.7 △ 5,603 △ 10.7

8 使 用 料 及 び 手 数 料 6 0.0 2 50.0

6,877,252 100.0 69,984 1.0

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 34,245 0.5 △ 7,017 △ 17.0

2 保 険 給 付 費 4,577,346 69.4 99,509 2.2

3 国民健康保険事業費納付金 1,915,201 29.0 55,475 3.0

4 共 同 事 業 拠 出 金 0 0.0 △ 1 皆減

5 保 健 事 業 費 48,360 0.7 1,931 4.2

6 基 金 積 立 金 2 0.0 △ 92,360 △ 100.0

7 諸 支 出 金 24,697 0.4 △ 30,180 △ 55.0

8 予 備 費 0 0.0 0 0.0

6,599,851 100.0 27,357 0.4

款 決 算 額 構 成 比

歳　　出　　合　　計

款

歳　　入　　合　　計

決 算 額 構 成 比

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

増 減 率

増 減 率

（２） 農業集落排水事業特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 分 担 金 及 び 負 担 金 186 0.4 △ 23 △ 11.0

2 使 用 料 及 び 手 数 料 5,437 13.7 △ 209 △ 3.7

3 国 庫 支 出 金 5,000 12.6 5,000 皆増

4 繰 入 金 27,100 68.2 2,985 12.4

5 繰 越 金 2,027 5.1 50 2.5

6 諸 収 入 0 0.0 0 0.0

39,750 100.0 7,803 24.4

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 21,728 56.7 5,888 37.2

2 事 業 費 77 0.2 77 皆増

3 公 債 費 13,957 36.5 1,041 8.1

4 諸 支 出 金 2,526 6.6 1,362 117.0

5 予 備 費 0 0.0 0 0.0

38,288 100.0 8,368 28.0

決 算 額

歳　　入　　合　　計

款 決 算 額 増 減 率構 成 比

増 減 率

（単位：千円、％）

款

歳　　出　　合　　計

構 成 比

（単位：千円、％）
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（３） 介護保険特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 保 険 料 1,007,266 24.4 4,871 0.5

2 分 担 金 及 び 負 担 金 11,680 0.3 688 6.3

3 国 庫 支 出 金 732,794 17.8 38,637 5.6

4 支 払 基 金 交 付 金 1,018,696 24.7 70,641 7.5

5 県 支 出 金 568,646 13.8 20,033 3.7

6 財 産 収 入 8 0.0 0 0.0

7 繰 入 金 663,994 16.1 84,863 14.7

8 繰 越 金 89,586 2.2 △ 88,613 △ 49.7

9 諸 収 入 27,959 0.7 27,489 5,848.7

4,120,629 100.0 158,609 4.0

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 61,303 1.5 △ 2,132 △ 3.4

2 保 険 給 付 費 3,621,462 89.8 278,141 8.3

3 地 域 支 援 事 業 費 253,210 6.3 5,582 2.3

4 基 金 積 立 金 41,089 1.0 △ 95,122 △ 69.8

5 諸 支 出 金 56,198 1.4 △ 25,641 △ 31.3

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0

4,033,262 100.0 160,828 4.2

増 減 率

増 減 率

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

歳　　出　　合　　計

款 決 算 額

歳　　入　　合　　計

款

構 成 比

決 算 額 構 成 比

（４） 後期高齢者医療特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 後期高齢者医療保険料 587,290 77.5 21,976 3.9

2 繰 入 金 134,276 17.7 3,802 2.9

3 繰 越 金 12,572 1.7 △ 6,438 △ 33.9

4 諸 収 入 23,355 3.1 1,313 6.0

5 国 庫 支 出 金 0 0.0 △ 704 皆減

757,493 100.0 19,949 2.7

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 36,735 4.9 △ 112 △ 0.3

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

702,078 94.2 16,295 2.4

3 諸 支 出 金 6,242 0.9 3,900 166.5

4 予 備 費 0 0.0 0 0.0

745,055 100.0 20,083 2.8

（５） 吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 財 産 収 入 1 0.0 0 0.0

2 繰 入 金 564,433 19.1 98,626 21.2

3 繰 越 金 2,057 0.0 279 15.7

4 諸 収 入 17,875 0.6 △ 18,824 △ 51.3

5 市 債 2,377,800 80.3 1,472,700 162.7

6 使 用 料 及 び 手 数 料 12 0.0 12 皆増

7 保 留 地 処 分 金 0 0.0 △ 91,800 皆減

2,962,178 100.0 1,460,993 97.3

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 43,345 1.5 △ 559 △ 1.3

2 事 業 費 2,893,079 97.9 1,474,171 103.9

3 公 債 費 4,322 0.1 1,384 47.1

4 諸 支 出 金 14,703 0.5 △ 18,674 △ 55.9

5 予 備 費 0 0.0 0 0.0

2,955,449 100.0 1,456,322 97.1

増 減 率

（単位：千円、％）

款 決 算 額 構 成 比

歳　　出　　合　　計

（単位：千円、％）

款 決 算 額 構 成 比

（単位：千円、％）

増 減 率

歳　　出　　合　　計

歳　　入　　合　　計

歳　　入　　合　　計

（単位：千円、％）

款 決 算 額 構 成 比 増 減 率

款 決 算 額 構 成 比 増 減 率
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ⅡⅡ 主主要要施施策策のの成成果果



～

　法定受託事務 自治事務

　 有 　無

 有 　無

　 有 　無 　 有 　無

　 有 　無 　 有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の  他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　　　業 　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
1,100 1,100

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

2 2 2

4,000
4,000 4,000

「一般会計決算」及び「財務書類」ページへの年間アクセス件数 4,301 3,308

決算に係る財政状況のホームページ掲載回数

ホームページのアクセス数

2 2
2

3,679

2

1
1 1

決算に係る財政状況の広報への掲載回数 1 1 1
活

動

指

標

①
広報における掲載回数

回
1 1

②
ホームページの掲載回数

回
2

③

66 6
対
象
指
標

①
会計数

会計
6 6

②

0

767

受益者負担率（⑩÷⑤）

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　 　　 標　 　　　名　　(上段)

計　算　式　 ・ 説  明 　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

6 6
一般会計及び特別会計の合計数

目標(見込)値

吉川市単独

7,3646,362 7,364 1,002

9,324 9,324

9,324 9,324

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

8,470 8,444 9,237

6

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

10,473

県  補  助  率

6,362 7,364 1,002 7,364

0

6,362 7,364

当初(千円)

8,431

国  補  助  率

0.98人 0.98人

2,042 2,108 2,082 1,873

区分

202102 決算分析事業

計画(千円)

10,473 8,470 8,444 9,237

まちづくり目標

決算(千円)

・主要施策成果表を作成する。
・地方財政状況調査を作成する。
・財政健全化法に基づく健全化判断比率や、全国統一基準による
財務書類を作成し、公表する。

0

△ 235

0

767

個別計画の位置付け

6,362

1.09人 0.84人 0.84人 0.98人 0.14人

0

主な業務プロセス

1,960

8,431

施 策 直 接 事 業 費

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）一般会計及び特別会計
（最終的な対象）市民

意　　図
(対象にどのよ

うな状態になっ

てほしいのか)

00 99 全年齢

市民が市の財政状況を正しく理解する。

対象年齢

決算(千円)

令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区 分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

執 行 方 法 一部委託 財務会計・起債管理システム

20210201 地方財政状況調査（決算統計）

1,960

7,364

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

決算(千円)

類 似 事 業

総務部 財政課 財政担当

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

未設定

 有 無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

財政管理事務事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
財政管理費

第５節 持続可能な財政運営

(3)財源の確保

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 2021 02

実施計画の位置付け  有 無

事務事業の性質

根 拠 法 令 等 地方自治法、地方財政法基

本

事

項

事 務 事 業 名 決
所 管 部 署 名

事 前 評 価 日 令和3年9月1日 事前評価責任者 島田　勝三

事 業 期 間

関連付け  有 無 事 業 区 分 自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

　 有 　無　 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

　 有 　無　 有 　無

　 有 　無　 有 　無

　 有 　無　 有 　無

 有 無

 有 無

 有 無

　 有 　無　 有 　無

１１ 掲掲載載方方法法 

令和３年度に実施した主要施策の成果を報告します。

当市では、計画（Plan）を立て、実行（Do）し、評価（Check）して、改善（Action）に結び付け、

次の計画に反映させていくマネジメント・サイクルを確立するための事務事業評価を実施していま

す。この事務事業評価と予算事業とを連動させ、より市民のニーズにあった主体的かつ効率的な行

財政運営を図っています。

本成果表においては、事業単位に作成している「事務事業評価シ－ト」を掲載し、成果の報告と

しています。なお、シートの構成は、次のとおりです。

 

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

決

事業年齢未設定

事務事業名

一般会計

財政管理事務事業

総務管理費

会計区分

款 項

目 細目

総務費

財政管理費

歳出予算科目

2,108 2,082 1,873 △ 235 1,9601,9602,042

7,3646,362 7,364 1,002

6,362 7,364 1,002 7,3646,362 7,364

0.98人 0.98人

6,362

0.84人 0.84人 0.98人 0.14人

0

7,3648,431

1.09人

8,431

0

0

9,324 9,3248,470 8,444 9,237 76710,473

0

0

0

0

0

投入資源

事務事業に直接要した経費や人件費などのトータルコス

トと、国庫支出金や使用料などの特定財源を表示してい

ます。（前年度からの繰越事業費を含みます。）

66
666

会計会計

11
1

1

1

1

1
回回

1

2
2

22

2

2
回

決算に係る財政状況のホームページ掲載回数 2

4,0004,0004,0004,000
4,000

3,679

1,1001,100

4,301
件件

3,308「一般会計決算」及び「財務書類」ページへの年間アクセス件数

目標・実績

事務事業の目標や実績などを「対象、活動、成果」別に、

数値で表示しています。

関連のある SDGsゴール
事務事業を進める上で、直接的・間接的に関連のある SDGsのゴールを表示しています。

主な取組

事務事業における取組内容や成果に関する説明をしています。

有効性・効率性

事務事業の有効性について目標達成度等で評価するとともに、効率

性についてコスト面から評価しています。

評価

事務事業の今後の方向性について評価をしています。

改革改善

事務事業の改善状況と今後の課題や改善策、期待される効果について

判断しています。
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４ 主要施策の成果

（１）一般会計



～

　法定受託事務 自治事務

 有 　無

 有 　無

 有 　無  有 　無

 有 　無  有 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

関連付け  有 　無 事 業 区 分

議会費

第１節 広聴・広報の充実

(2)広報の充実

令和3年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9041 01

実施計画の位置付け  有 　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市議会広報委員会規程基

本

事

項

事務事業名 議議会会広広報報発発行行事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年9月1日 事前評価責任者 吉田　誠

事 業 期 間

決算(千円)

類 似 事 業

 議会事務局 総務係

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

昭和48年度 未設定

 有 　無

施策小項目

事業年齢 48歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会広報発行事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

執 行 方 法 一部委託 印刷製本(民間)、配布作業(自治会)

90110101 議会広報発行事業

1,420

3,381

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

令和4年度 令和5年度

0

全世帯、全市民

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

議会広報を通じて市議会の活動内容を知ることにより、市政
やまちづくりに興味、関心を持つようになる。

対象年齢

広報事業（政策室）

決算(千円)
令和1年度 令和2年度 令和3年度

目

的

区　 　分

前年度事務事業

予算(千円)

CP戦略ﾌﾟﾗﾝとの関連

増減額(千円)

まちづくり目標

決算(千円)

定例会ごとに議会広報委員会を開催し、会議内容（本会議、
委員会）を掲載した議会広報「議会だより」を業務委託により
印刷発行。自治会を通じて、全世帯に配布するとともに公共
施設にも配布。
また、市ホームページにもPDFデータを掲出。

0

59

0

1,925

個別計画の位置付け

1,515

0.24人 0.20人 0.20人 0.45人 0.25人

0

主な業務プロセス

1,420

1,856

施　 　策 直接事業費

対　　象
（誰を、何を）

3,160 3,011 3,071 4,936

0.45人 0.45人

1,304 1,496 1,556 1,555

区分

904101 議会広報発行事業

計画(千円)

県  補  助  率

1,515 3,381 1,867 3,381

0

1,515 3,381

当初(千円)

1,856

国  補  助  率

31,252

目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助

3,160

吉川市単独

3,3811,515 3,381 1,867

4,801 4,801

4,801 4,801

0

0

一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,011 3,071 4,936

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　  標　 　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　  明  　（下段）
単　位

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

74,771 73,514
73,756 74,372

31,337 31,559
全世帯数

73,043

目標(見込)値

31,40330,668 31,147
対
象
指
標

①
市内全世帯

世帯
31,141 31,416

②
全市民

人
74,484

住基人口 73,014 73,217

0

1,925

受益者負担率（⑩÷⑤）

4
4 4

年間発行回数 4 4 4
活

動

指

標

①
よしかわ議会だより発行回数

回
4 4

②
議会広報委員会開催回数

回
12

③

12 12
12

108,800

12
13 12 12

2,100 2,250
2,250 2,250

当該年度発行分「議会だより」閲覧回数 2,723 2,393 2,436

108,656
108,945 109,700

（年度当初世帯数×0.85×発行回数）＋（公共施設配布部数×発行回数） 108,835 108,580

年間開催回数

配布部数 109,214

Ａ

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

ホームページ（議会だよりコンテンツ）アクセス数
回

投

入

資

源

人　 　件　 　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ 　の    他 

市　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ

特
定
財
源

事　 　業 　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

部
108,279

2,100

自治事務

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり 吉川市単独

　法定受託事務

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度　毎年度繰り返し　 　単年度　 　複数年度

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無

 有 　無 有 　無
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議会費 / 議会費 / 議会費

議会だより発行部数

部 部 部 部

部 部 部 部

部 部 部 部

部 部 部 部

部 部 部 部

12月定例会号 令和4年2月 27,213 26,037 576 600

108,800 104,096 2,304 2,400合　　計

6月定例会号 令和3年8月 27,206 26,030 576 600

9月定例会号 令和3年11月 27,186 26,010 576 600

発行号 発行月 発行部数

3月定例会号 令和3年6月 27,195 26,019 576 600

世　　帯 公共施設 その他

配布等部数内訳

吉田　誠

 改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日

同上

令和4年6月22日

他の事業に統合

一 次 評 価 責 任 者

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

 縮　小

定例会や臨時会等の議会の仕組みや議論内容について、市民に分かりやすく興味を持っていただけるよう、引き続き議会広報委員会で協議を
重ね研究を進めていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和4年5月31日

　現状のまま継続

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合

今後の方針  改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

100.00%, 100.00%,

区　 　分

対象・手段 　妥当　  要検討
市民を対象に「議会だより」や市のホームページを通じて、市議会の審議内容を伝えることは妥当である。

意　 　図  妥当　  要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%,
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和2年度

① よしかわ議会だより発行回数

上位施策へ
の貢献度

163.95%
若干増加している

達成された
100.51%,

★★★★★

99.42%,
成果
指標

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

評価指標　（指標性質）令和3年度

★★★★★

若干減少している

95.28%
令和2年度

★★★★★ ★★★★
配布部数

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

議会広報委員会で分かりやすく興味がわくような議会だよりについての検討を重ねた結果、令和２年５月発行分（令和２年３月定例会号）より紙
面内容を一新するとともに、タブロイド判からＡ４版に変更した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

デジタル化や活字離れの影響により「議会だより」を手に取り読む人が
減っている。

紙による「議会だより」は、ネット環境の無い方やパソコン操作の苦手な
方にも情報提供ができる。

「議会だより」は幅広い年齢層に対応するため、紙及びホームページ掲載の両方を実施していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

変動率

・現在の情報量を確保するため最低限のコストだが、読みやすさに配慮しつつ、コスト
削減の余地はある。
・情報提供の手段及び受益内容として、受益者負担の余地はない。

・市民に関心を持ってもらえるように、より分かりやすい紙面作りをすることについて
成果向上の余地がある。
・市政に関する重要な事項の決定過程を、市民に広く知らせる手段として上位施策へ
の貢献度は高い。

概ね達成された

790,002.50 円 752,700.00 円

効率化

終了・完了

終了・完了

　廃止・休止

 拡　大

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

 あり　  なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和3年度 単位当たりコスト換算指標 令和1年度

よしかわ議会だより発行回数
101.68%

令和1年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市民への議会情報の提供は、市議会の責務であり、妥当である。

事

業

評

価

 あり　  なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

効

率

性

★★★★★
①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

100.13%,

 妥当　 　要検討
役割分担

（行政関与）

達成された

成果向上の
余地

 あり　 　なし

1,234,065.00 円

 あり　  なし

 縮　小

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

　妥当　  要検討　妥当　  要検討

 妥当　  要検討 妥当　  要検討

 あり　  なし あり　  なし あり　  なし

 あり　  なし

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）  縮　小 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了

 妥当　 　要検討 妥当　 　要検討

 あり　  なし あり　  なし

 あり　 　なし あり　 　なし あり　 　なし

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

50%

75%

100%

125%

150%

H31 R2 R3

 拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善） 効率化

　現状のまま継続  改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止 終了・完了
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